
様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　7月　20日　

　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）まいぷらすかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 マイプラス株式会社
（ふりがな）まつおか　けんいち　
                        　　（法人の場合）代表者の氏名 松岡 謙一　   印
住所　〒103-0024 
東京都中央区日本橋小舟町13-10 日本橋吉橋ビル 4階

法人番号　5010601045917　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
「DX戦略」

	公表日
	　　2021　　年　5　月　　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
https://www.my-plus.co.jp/blog/wp
「DX戦略」
https://www.my-plus.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	「国連の掲げているSDGs(持続可能な開発目標)。
これを実現する為にはITの活用が不可欠です。
特に数ある目標の中でも
「住み続けられる街づくりを」という目標は
日本にとって非常に重要であると考えます。
疲弊する地方、過密化する都市。
課題の多い日本の都市にとって、
スマートシティ化は必須です。
マイプラスはIoTとAI技術を駆使して
スマートシティ実現の一端を担える企業となるべく、
邁進してまいります。」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て、該当文書を開示しております。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
「DX戦略」

	公表日
	　　　2021　　年　5　月　　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
https://www.my-plus.co.jp/blog/wp
「DX戦略」
https://www.my-plus.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	「マイプラスは全事業者が低障壁で利用でき、
かつ高機能なECフォーマットを提供することを目標に、
新事業として[先進EC事業]を立ち上げます。
データ分析機能、AIレコメンド機能、ライブコマース機能をどのような企業でも利用できるようにすることで、
各事業者が自ら利益の柱を育てられることを目標とします。」
「マイプラスはこれまでのRPA提案・製造経験を活かし、企業のDXを推進する為のRPA導入を強く後押しします。
RPAは今後、IoTとAIの組み合わせにより定型業務の自動化から、さらなるあいまいな部分へと進出してゆきます。今後、コンサルティング能力をさらに向上させ、より最適なRPAソリューションを提案するべく、邁進してまいります。」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て、該当文書を開示しております。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
https://www.my-plus.co.jp/blog/wp
「DX戦略」
https://www.my-plus.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	マイプラスではDX推進委員会を設置し、全社を挙げてDX推進体制を強化し、
これまで以上にDX社会への貢献を図ります。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
https://www.my-plus.co.jp/blog/wp
「DX戦略」
https://www.my-plus.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	「AI人材育成
飛躍的にAI性能が向上している現在、最先端技術を身につけるため「E資格」の取得を推進していきます
RPAの資格取得推進
UiPath Certified Professional
RPA技術者検定
BizRobo!検定
Automation Anywhere Certified
ECサイト部門設置
全事業者が低障壁で利用でき、かつ高機能なECフォーマットを提供することを目標としています
AIラボラトリーの増強
最先端機械学習アルゴリズムを用い、開発に役立つ技術の研究開発に更に注力します」




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「社内日記　DX戦略策定のお知らせ」
https://www.my-plus.co.jp/blog/wp
「DX戦略」
https://www.my-plus.co.jp/dx/

	公表日
	　　　　2021年　　05月　　30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「「DX戦略　DX戦略達成度を測る指標」」
https://www.my-plus.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	DX戦略の達成度を測る指標として、以下の2項目を掲げます。 
・該当部門の売上向上（5年で売上割合50％以上達成） 
・資格取得者割合の向上（5年で社員比率で30％以上が有資格者） 
IoTとAIを組み合わせ、RPA事業とEC事業を成長させることにより相乗効果を生み、永続 的にDXを推進していきます。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　　7月　　7日


	発信方法
	「社内日記　「DX戦略策定にあたって」」
　　https://www.my-plus.co.jp/blog/wp/wp-content/uploads/2021/07/b6a7b766899f4797226fadf0d9ae5977.pdf
該当箇所：すべて

今後、戦略に関する情報発信は下記サイトにて継続して発信する予定。

マイプラス株式会社の社内ブログ
https://www.my-plus.co.jp/blog/wp/

	発信内容
	代表取締役松岡謙一名義にて文書を開示。以下抜粋。

この度、弊社はDX戦略を策定し、日本のDXに貢献してゆくことを明確に致しました。
これまで弊社は受託業務を主な柱として成長してきました。さらなる飛躍のため積極的に 新しい分野、お客様の喜んで頂ける分野に進出して行こうという思いを込めて、DX戦略を作り上げました。
今回のDX戦略の大きな柱として、RPA事業の拡大とEC事業の立ち上げを掲げました。弊社の創業の種は自動化事業でした。働く人々を単純作業から解放し、より創造的な仕事へと促してきました。RPA事業とEC事業においても、人々の働き方や暮らしをより快適にすることができると信じております。
弊社は現在まで、関東近郊を中心にDX事業（EC事業・RPA事業）を推進しておりました。今後は人材不足・高齢化の顕著な地方に対し、弊社の強みである自動化事業の積極展開 を考えています。地方へのDX推進により、5年後には売上に占める割合を50％まで引き上げることが可能だと考えます。今後のDX戦略の推進状況につきましては、逐次報告致します。  



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　　6月　3日

	実施内容
	ＤＸ推進指標自己診断を実施の上、ＩＰＡ（情報処理推進機構）の結果入力サイトにて自己診断結果を提出いたしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2017年　　6月頃　～　2021年7月現在


	実施内容
	ISO27001（ISMS認証）の取得
以降、3年に1度継続審査通過
https://www.my-plus.co.jp/securitypolicy/



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

